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                              受付番号 第  号 

                                                     ２００８年６月１１日 

                                                                 時  分 

山県市議会議長 様 

                                                        山県市議会議員 

                                                         寺町知正   印 

                             一般質問通告書 

下記のとおり質問したいので、通告します 

質問番号２番  答弁者  教育長 

質問事項  広い意味での特別支援教育の拡充が必要 

《質問要旨》  

 個性や多様性を大事にするという考えの定着、少子化の歴然とした事実、こういった状況な

どを背景に教育現場でも、各種の対応が前向きに進められている。多様な状況に対して、広い

意味で特別に支援する教育の拡充が必要である。 

  

 障がいのある子どもたちの教育が特殊教育から「特別支援教育」という形に大きく転換した。 

 特別支援教育とは、従来の特殊教育の対象の障がいだけでなく、軽度発達障がい児、いわゆ

るＬＤ（学習障がい）やＡＤＨＤ（注意欠損多動性障がい）や高機能自閉症を含めて障がいの

ある児童生徒の自立や社会参加に向けて、その一人一人の教育的ニーズを把握して、その持て

る力を高め、生活や学習上の困難を改善、克服するために、適切な教育や指導を通じて必要な

支援を行うとされる。 

  

 昨年２００７年４月１日、特別支援教育を法的に位置付けた改正学校教育法が施行され、関

係機関や関係者の責務が明確になった。文部科学省の同日付の通知(１９文科初第１２５号)に

即して、山県市の教育委員会の認識や対応、教育現場の現状、今後について問う。 

 

１． 同通知３の「体制の整備及び必要な取組」の (１)では校内委員会の設置、(３)では特別

支援教育コーディネーターを指名し、校務分掌に明確に位置付ける、としている。 

 市における校内委員会の設置についての認識、現状、方向性はどのようか 

 同じく、特別支援教育コーディネーターについては、どのようか。 

 

２． 同通知５の「教育委員会等における支援」では、「教育委員会は実態等を踏まえ、各学校

における支援体制や学校施設設備の整備充実等に努め」 「学校関係者、保護者、市民等に対

し、特別支援教育に関する正しい理解が広まるよう努める」としている。 

市の現状と今後はどうか。 

 

３． 同通知６の「相談への対応や早期からの連携」では、「各学校及び全ての教員は、保護者

からの障害に関する相談などに真摯に対応し、その意見や事情を十分に聴いた上で、当該幼児

児童生徒への対応を行う・・当該児童の教育的ニーズの把握に努め、適切に対応する」として

いる。 市の現状と今後はどうか。 

 

４． 同通知７の「留意事項」の「(６)支援員などの活用」では、「支援員等の活用が広がって

いる・・支援員等が必要な知識なしに幼児児童生徒の支援に当たることのないよう、事前の研
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修等に配慮」としている。国は２００７年２５０億円、２００８年３６０億円を措置。 

 市における「学習支援員」の現状はどのようか。 

 市の姿勢の分かりやすい評価基準として、そこに占める市の単費を見極めるために問うが、

「学習支援員」関係の財源状況はどのようか。 

 

５． 同省は、「通常の学級にＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉症等の児童生徒が約６パーセントの

割合で在籍している可能性」(平成１９年１２月２７日／１９初特支第１７号)とする。６％と

いう数字を前にして、市の教育委員会は市内の通常の学級の状況をどう受け止めているのか。 

 

６．  各学校でしっかり対応することが基本であることは当然である。全国を見ると、同時に

拠点校を充実させて対応レベルを上げる努力をしているところもある。 

その点について、教育長の見解及び市の現状と今後はどのようか。 

 

７． 次に、多様な事情への対応という観点で学校のアレルギーや給食について問う。 

 近年、アレルギーが増えている。中学生になってから発症するなどの例も増え、成人になっ

て発症する人が増加した花粉症などはその典型である。 

 アレルギーによる学校給食後の死亡例も報告されている。 

２００２年４月より食品衛生法によって食品アレルギーの表示が義務化された(卵、乳、小

麦、そば、落花生の５品目)。この特定５品目の使用の有無を給食献立表に記載するなどの動き

もある。 

 アレルギー表示義務化による最も大きな変化は、食物アレルギーが疾患として社会的に認め

られたことだ。これまで、食べ物の「好き嫌い」の問題とされたが、認識が変わってきた。 

  

 文部科学省は、小中高校生の９％にアレルギー性鼻炎があり、６％にぜんそくがあること（同

省調査）を受け、今年２００８年４月２５日、アレルギー疾患に対応する「学校向けガイドラ

イン」を発表した。そこでは、「学校生活管理指導表」を学校が保護者に配布、アレルギー疾患

のある子どもの保護者から病型や留意点などを主治医などに記入してもらって学校に提出、教

職員で情報を共有化することなどを盛り込んでいる。どの教職員も閲覧できるように管理して

情報を共有化、給食への対応など学校の取り組みに生かすとされている。 

  

 ところで、国の食育基本法(２００７年６月１０日成立)と通じる岐阜県食育基本条例は一昨

年２００６年４月１日施行された。それに基づく県食育推進基本計画の第４章の２「学校、保

育所、医療機関等における食育の推進」の項では、取組方針「学校給食における食育の充実」

として、「集団給食の場における食物アレルギー等への対応」も挙げ、「市町村の取組」につき

「小中学校や地域の特色を生かした食育の推進」としている。 

 

 名古屋市の公立小学校２６１校全校では、２００７年から全校で、牛乳などの乳製品、卵、

マヨネーズ、ごまとピーナツの種子類４品目について、食物アレルギー除去食を実施した。 

 

 他方で、いまだ、保護者側にも社会全体にも、アレルギーの認識が薄いという現実も続く。

知らないままに被害を深くする子どもたちが少なくないと私は危惧している。 

 本年４月の「学校向けガイドライン」について配布状況や現場の対応、そして教育長の感

想は簡潔にどのようか。 
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８． 前述の 「学校生活管理指導表」に関して、市内での配布状況(結果があれば結果)、現場

の対応、そして教育長の感想は簡潔にどのようか。 

 

９． 当然、学校給食における具体的なアレルギー対応も求められるべきことである。 

 学校給食を行政サービスの問題として捉えると、望ましい給食について、最終的には「うち

の教育委員会の政策判断だ」との意見もあり得る。しかし、その視点は誤っている。学校給食

法及び同施行令は、学校給食に従事する職員の給与や人件費を原則として学校設置者の負担と

し、食材費等を保護者の負担としている。この学校給食の趣旨・目的、法令の規定からすれば、

子どもたちが食べて支障のない給食を提供することは、保護者側ではなくて行政側の責務であ

ることが明らかだ。 

 

 しかし、最近、山県市は、国や県と方向を逆にし、職員的マイナス等の理由からか、給食に

おける対応を後退させたと受け止める。 

 今後、日本人にとってアレルギーは増えることはあっても減ることは無く、現在の行政や社

会の認識の深まりなどの状況を考えると、将来の子どもたちを育てる教育委員会においては、

学校給食のアレルギー対応について、保護者への周知をはかるとともに、できる限り個別対応

にも配慮すべきである。現状の対応はどのようか、今後の方針、方向性はどのようか。 

                                       以上 

 

※ ２００７年４月１日付け 文部科学省通知   １９文科初第１２５号通知  

 １．「特別支援教育の理念」において、特別支援教育は、「これまでの特殊教育の対象の障害

だけでなく、知的な遅れのない発達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在

籍する全ての学校において実施する」、とし、さらに、「障害のある幼児児童生徒への教育にと

どまらず、障害の有無やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる

共生社会の形成の基礎となる」、としている。 

  

※ 卵、乳、小麦、そば、落花生の５品目で、これは「特定原材料」。 

あわび、いか、いくら、えび、オレンジ、かに、キウイフルーツ、牛肉、くるみ、さけ、さば、大豆、鶏

肉、豚肉、まつたけ、もも、やまいも、りんご、ゼラチンの１９品目の表示も求められている。 

 

※ 学校給食法 （学校給食の目標）第２条 学校給食については、義務教育諸学校における教育の目的を実

現するために、次の各号に掲げる目標の達成に努めなければならない。  

 3．食生活の合理化、栄養の改善及び健康の増進を図ること。  

 

（経費の負担）第６条 学校給食の実施に必要な施設及び設備に要する経費並びに学校給食の運営に要する経

費のうち政令で定めるものは、義務教育諸学校の設置者の負担とする。  

 ２ 前項に規定する経費以外の学校給食に要する経費（以下「学校給食費」という。）は、学校給食を受け

る児童又は生徒の学校教育法第16条に規定する保護者の負担とする。  

 

※学校給食法施行令（設置者の負担すべき学校給食の運営に要する経費）第２条 学校給食の運営に要する経

費のうち、法第６条第１項の規定に基づき義務教育諸学校の設置者が負担する経費は、次に掲げる経費とする。  

 1．義務教育諸学校において学校給食に従事する職員に要する給与その他の人件費。 

 2．学校給食の実施に必要な施設及び設備の修繕費 


